
  

 国土地理院請負測量業務成績評定要領の運用 

 

国地企指発第１７１号 平成１６年３月３０日 

 国地企指第  ７２ 号 平成２０年２月 ８日 

   国地企指第 ９４ 号 平成２１年３月３０日 

   国地企技第 ４４ 号 平成２２年８月３０日 

国地企技第 ５２ 号 平成３０年１０月２４日 

最終改正 国地企技第 ５１ 号 令 和 ８ 年 ７ 月 ７ 日 

 

「国土地理院請負測量業務成績評定要領（昭和４７年国地達第３６号）」（以下、「評

定要領」という。)の運用について、下記のとおり一部改正するので、今後はこれにより運

用されたい。 

 

記 

 

（評定の方法） 

第１ 請負測量業務の評定にあたっては、次の各号により業務評定を行うとともに、請負

代金額が１００万円以上の場合は、業務に従事した技術者に評価点を付与する技術者評定

を行うものとする。 

一 評定の種類及び方法 

（１）業務評定 

業務評定は、監督員、総括監督員及び検査員がそれぞれの考査基準に基づき当該する

業務について別紙－２の採点表により評価し、別表－５の評価項目別の重み付けを考慮

し、総合評定点を算出するものとする。 

（２）技術者評定 

技術者の評定は、監督員、総括監督員及び検査員がそれぞれの考査基準に基づき当該

する主任技術者及び作業班長について、別表－５の評価項目別の重み付けを考慮し、総

合評定点を算出するものとする。 

 

二 監督員考査基準 

（１）評定点範囲 

採点表（監督員用）の該当評価項目について、それぞれ監督実施状況を勘案して評定

するものとする。 

（２）考査方法 

評定にあたっては、当該業務の履行状況に応じ、評定項目に従って、評定を行うもの

とする。（評価項目の追加、削除、もしくは評価比重の変更は行わない）。 

 

 



  

三 総括監督員考査基準 

（１）評定点範囲 

採点表（総括監督員用）の該当評価項目について、それぞれ総合的に判断して評定す

るものとする。 

（２）考査方法 

総括監督員は、評定趣旨を十分に理解し尊重した上で、総合的に評定を行うものとす

る。（評価項目の追加、削除、もしくは評価比重の変更は行わない）。 

（３）業務執行に係る過失に伴う減点 

  当該業務履行中に問題が認められたと判断された場合には、業務執行上の過失につい

て総合的に評価するものとする。 

（４）総括監督員を配置しない場合 

総括監督員を配置しない場合は、監督員が総括監督員の評定を併せて行うものとする。 

 

四 検査員考査基準 

（１）評定点範囲 

採点表（検査官用）の該当評価項目について、それぞれ検査状況を勘案して評定する

ものとする。 

（２）考査方法 

評定にあたっては、当該業務の履行状況に応じ、評定項目に従って、評定を行うもの

とする。（評価項目の追加、削除、もしくは評価比重の変更は行わない） 

 

五 評定の修正考察基準 

評定要領第８条に定める評定の結果の通知後、当該業務に関連する下記（１）から（４）

の処分又は措置が行われた場合は、評定要領第９条に定める評定の修正は契約事務取扱規

則（昭和３７年大蔵省令第５２号、以下「契約規則」という。）第１８条に定める監督職員

又は当該発注部署の担当係長が行うものとする。 

（１）事故等による減点 

当該業務遂行中に当該請負測量業務の請負者（以下「請負者」という。）に起因する事

故等が発生し指名停止等の措置を行った場合は、当該業務の総合評定点に対して、別表

－１を参考として１５点まで減点することができる。 

区分の適用については、当該業務に関連する処分又は措置が行われた記録等が明確で

なければならない。 

 

 

 

 

 

 



  

別表－１ 事故等による減点 

区分 考査点 判断基準 主な対象項目 

指名停止が

１ヶ月を超

える 

－１５点 

・当該業務に係る入札・契約又は業務遂

行に関する事項について、「工事請負契

約に係る指名停止等の措置要領」に準

じて指名停止措置が行われた場合。 

・請負契約に係る参加資格

申請等資料の虚偽記載 

・契約違反行為（一括下請

け） 

・安全管理措置の不適切に

より生じた事故（死傷者を

生じさせた業務関係者事

故、または重大な損害を与

えた公衆災害） 

・過失による粗雑業務 （軽

微な瑕疵は除く） 

・測量成果等の不正使用 

・不当又は不誠実な行為 

・関連法令、法規違反 

指名停止１

ヶ月まで 
－１０点 

文書注意 －５点  

・当該業務に係る入札・契約又は業務遂

行に関する事項について、「工事請負契

約に係る指名停止等の措置要領」に準

じた結果、指名停止措置に至らないも

のの、国土地理院長が必要と認め、請負

者に対し書面で、警告又は注意を行っ

た場合。 

口頭注意 －３点  

・当該業務に係る入札・契約又は業務遂

行に関する事項について、「工事請負契

約に係る指名停止等の措置要領」に準

じた結果、指名停止措置に至らないも

のの、国土地理院長が必要と認め、請負

者に対し口頭で警告又は注意を行った

場合。 

 

（２）瑕疵修補及び損害賠償による減点 

成果品に、請負者の責任に起因する瑕疵が存在し、契約書の瑕疵担保条項等に記され

た手続きに従い、瑕疵修補又は損害賠償が実施された場合には、当該業務の総合評定点

に対して、別表－２を参考として２０点まで減点することができる。ただし、ここでい

う瑕疵修補とは、軽微なミスの修正ではない大幅な修補をいう。 

区分の適用については、当該業務に関する処分又は措置が行われた記録等が明確でな

ければならない。 

 

別表－２ 瑕疵修補又は損害賠償による減点 

区分 考査点 判断基準 主な対象項目 

故意又は重

大な過失に

より瑕疵修

補又は損害

賠償の実施 

－２０点 ・請負者の「故意」又は「重大な過

失」により、測量成果等に重大な影響

をもたらすもの（請求期間５年） 

・測量成果等における

虚偽 

・測量成果等が請負者

の保証すべき内容又は

精度を有しない 

・経済的価値を減ずる

ような不完全な点（欠

陥資料又は材料等の使

用） 

過失により

瑕疵修補又

は損害賠償

の実施 

－1０点 ・請負者の「過失」により測量成果等

に影響をもたらすもので瑕疵修補又は

損害の賠償の請求が実施された場合

（請求期間２年） 

・瑕疵が軽微なものは対象外とする。 

 

 

 



  

（３）低入価格調査における虚偽説明等による減点 

測量作業に係る低入札価格調査要領（平成１９年１２月７日付け国地総管第１２１号、

国地企指第６１号）５（１）の規定に基づき業務成績評定点を減点する場合は、当該業

務の総合評定点に対して、別表－３を参考として１０点減点することができる。 

区分の適用については、当該業務に関する処分又は措置が行われた記録等が明確でな

ければならない。 

 

別表－３ 低入価格調査における虚偽説明等による減点  

区分 考査点 判断基準 

請負者の故意又は重大な過

失による虚偽説明等の場合 

 

－１０点 

 

低入価格調査において、内容に明らかな虚偽説

明等があった場合は減点する。 

 

（４）業務コスト調査における虚偽説明等による減点 

業務コスト調査の実施について（平成２０年１０月６日付け国地総管第１０６号、国

地企指第５３号）５の規定に基づき業務成績評定点を減点する場合は、当該業務の総合

評定点に対して、別表－４を参考として１０点まで減点することができる。なお、業務

コスト調査マニュアルに基づき作成された業務コスト調査表の確認及び減点については、

当該物件の発注部の監督員等（契約規則第１８条に定める監督職員、当該発注部署の担

当係長の他、本院においては発注部の管理係、地方測量部等においては管理課（沖縄支

所は総務係）をいう。）が行う。 

区分の適用については、当該業務に関する処分又は措置が行われた記録等が明確でな

ければならない。 

別表－４ 業務コスト調査における虚偽説明等による減点 

区分 考査点 判断基準 

請負者の故意又は過失に

よる虚偽報告 

－１０点 

・虚偽説明がある場合。 

相当の理由なく調査票等

の提出がない 

・請負者が業務完了後の翌日から起算して、９０日

以内に業務コスト調査を提出しない場合。 

調査票等に多数記入ミス

がある 
 

－５点 

・業務コスト調査に影響を与えない軽微なミスは含

まない。 

調査票等の一部に不備が

ある 

・調査票等の不備とは、提出期限を過ぎても提出す

べき資料等が揃っていない状態をいう。 

調査票等に一部記入ミス

がある 

－３点 

・業務コスト調査に影響を与えない軽微なミスは含

まない。 

調査票等に軽微な不備が

ある 

・調査票等の不備とは、提出期限を過ぎても提出す

べき資料等が揃っていない状態をいう。 



  

 

六 複数の業務にまたがる場合の取扱い 

当該業務が、複数の業務にまたがる場合においては、業務の目的、金額を勘案し、原則

として主たる業務の考査をもって評定点とみなすものとする。 

 

七 総合評定点 

総合評定点は、各評価項目について別表－５の重み付けを考慮し算出する。 

 

別表－５ 評価項目別の重み付け 

評 価 項 目 業務評定 
技術者評定 

主任技術者 作業班長 

プ 

ロ 

セ 

ス 

評 

価 

実施能力

の評価 

実施体制と 

執行計画 
20 20 5 

実施状況

の評価 

執行管理 5 5 5 

品質管理 20 20 30 

業務特性 10 10 12.5 

創意工夫 4 4 4 

説明調整

能力の評

価 

説明調整能力 6 6 6 

取組姿勢 
責任感・積極

性・倫理観 
5 5 7.5 

結果評価 成果品の品質 30 30 30 

合  計 100 100 100 

 

 

（評定の提出等） 

第２ 評定者は納品後概ね１月以内に評定を終了し、速やかに院長又は地方測量部長等に

提出すること。 

２ 評定要領第７条第２項に定める、業務成績一覧表は、請負測量等実績情報登録・閲覧

及び発注支援管理システム（以下、「実績情報システム」という。）により、総務部契約課

が業務成績一覧表を作成し提出するものとする。 

 

（評定の決裁） 

第３ 請負者への評定結果の通知に係る決裁及び、前項の評定の提出に係る決裁について

一括で行えるものとする。なお、決裁にあたっては、発注担当部のみ供覧とする。 

 

 

 



  

（成績の管理） 

第４ 評定者から提出又は報告された評定結果は、本院においては総務部契約課が、地方

測量部等においては管理課（沖縄支所においては、総務係）がそれぞれ管理するものとす

る。 

２ 評定要領第９条により評定の修正を行った場合も同様とする。 

 

（説明請求の提出） 

第５ 評定要領第１０条における、説明請求の提出先は、評定部署総括監督員とする。 

２ 説明請求の提出を受けた場合は、別途定める国土地理院請負測量業務成績評定評価委

員会規則（平成１６年国地達第１１号、以下「評価委員会規則」という。）に基づき、「委

員会」の開催について速やかに検討を行うものとする。 

 

（再説明請求の提出） 

第６ 評定要領第１１条における、再説明請求の提出先は、企画部技術管理課長とする。 

２ 再説明請求の提出を受けた場合は、別途定める評価委員会規則に基づき、速やかに「委

員会」の開催を行うものとする。 

 

（評定作業の手順等） 

第７ 成績評定業務における評定、提出、通知、説明及び再説明等は、別紙－1 を参考に行

い、実績情報システム等を使用して行うものとする。 

２ 評定要領第９条により評定の修正を行った場合も同様とする。 

 

 

   附 則 

 この運用は、平成２２年８月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この運用は、平成３０年１０月２４日から一部改正し適用する。ただし、国土地理院請

負測量業務成績評定要領（平成３０年８月８日施行）以降の請負測量業務成績評定につい

ては、この運用を適用したものとする。 
 
   附 則 

 この運用は、令和８年７月７日から一部改正し適用する。 
 



  

別紙－1 

 

 

 

 説 明

請求 

説明請求の受付 
回答の作成 説 明 内 容

の協議 説明書の送付 

請負者 評 定 部 署 契約課 

再説明

請求 

成績評定表 

評定通知書 通知書

の受領 
成績の公表 

※通知を受けた日から

14 日（休日を含む）以

内に書面で行う 

 

※説明を受けた日から

14 日（休日を含む）以内

に書面で行う 

成績評定審査委員会 

審議 

再 説 明 請

求の受付 

審査委員会の

招集・開催 

再 説 明 書

の送付 

再説明 
の公表 

説 明 の 公

再説明書 
（回答）の作

説 明 内 容

の協議 

成績評定評価委

員会招集・開催 

審議 

枠内は、各地方測量部においては管理課が、沖縄支所においては総務係が担当するものとする。 

成績評定評価委員会 

注） 

技術管理課 



  

別紙－２ 

 

 

 

 

 

採 点 表 

 

（監督員用） 

（総括監督員用） 

（検査官用） 

 






































